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本書の使い方 
1 本書は平成 25 年 3 月、文部科学省が策定・公表した「専修学校における学校評価ガイドライン」(以下、「ガイドライン」という。)に示された   

「項目別の自己評価表(例)イメージ」及び「自己評価における評価指標・観点・参考資料一覧表(イメージ案)」などを参考に全体を構成しました。 

また、評価項目は、特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構(以下「機構」という。)がガイドラインに準拠して制定した「専門学校等 

評価基準書 Ver4.0」を適用しています。 

2 従来の「評価項目別取組状況」に「学校の理念・教育目標」、「年度の重点目標と達成計画」、「年度の重点目標達成についての自己評価」を加え 

ることにより、ガイドラインに示されている PDCA を活用した自己評価を進めることができるようになっています。 

3 ガイドラインでは、「項目別の自己評価表(例)イメージ」において取組状況を 1 から 4 の評語を用いて自己評定する様式を例示しています。この 

ことから、本書でも「評価項目別取組状況」の小項目毎に評定欄を加えました。評語の考え方の例は、以下のとおりです。但し、評定については学 

校ごとの考え方により実施しない学校においては評定欄を削除してお使いください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 本書は、学校関係者評価を円滑に進めるために、記述のうち「学校の理念・教育目標」、「年度の重点目標と達成計画」、「年度の重点目標達成に 

ついての自己評価」など部分的にピックアップして評価を行うことができるように構成していますので、学校関係者評価実施においても活用できま 

す。 

5 本書はワード形式で作成しています。学校の考え方により適宜変更して使用してください。ご不明な点につきましては、機構事務局までお問い 

合わせください。                 

連絡先 03-3373-2914 info@hyouka.or.jp 

 

 

 

 

 

 

※評語の意味 
4 適切に対応している。課題の発見に積極的で今後さらに向上させるための意欲がある。 

3 ほぼ適切に対応しているが課題があり、改善方策への一層の取組みが期待される。 
2 対応が十分でなく、やや不適切で課題が多い。課題の抽出と改善方策へ取組む必要が 

 ある。 
1 全く対応をしておらず不適切。学校の方針から見直す必要がある。 

 

 

 

mailto:info@hyouka.or.jp
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1 学校の理念、教育目標  
教 育 理 念 教 育 目 標 

《 基本理念 》 

 

新宿医療専門学校は、礼儀・責任・融和を基に、社会に貢献できる医療人を

輩出することで、人々が健康で生きがいに満ちた社会の実現に寄与するた

め、ここに基本理念を定めます。 

 教育目的 

新宿医療専門学校は、豊かな心をもって主体的・自立的に行動できる力と、

医療専門職として必要な臨床力を身につけた人材を養成する。 

 社会との関係 
新宿医療専門学校は、優れた医療人の輩出を通じて社会や関連業界との相互

交流を深め、共に発展を期する。 

 運営 

新宿医療専門学校は、社会の求める人材の養成機関として、人権を尊重した

運営を行うとともに、社会的な責任に応える。 

 

教育理念と教育目的に則り以下に示す到達目標を定め、これを卒業認定・称

号授与の方針（ディプロマポリシー）とする。 
【主体的・自立的に行動できる人間力を身につける】 

1. 豊かな人間性と高い倫理観をもって適切に判断し、責任ある行動を

とることができる。 

2. 探求的・創造的思考を身に付け、生涯自己学習に取り組むことの必

要性を理解している。 

3. 対象者と良好な関係を築き、相手の立場に立った医療サービスを提

供できる。 

4. 医療の現場で円滑にコミュニケーションがとれ、他医療職を理解し

連携する能力を持つ。 
【医療専門職として必要な臨床力を身につける】 

1. 医療人として必要な基礎医学・臨床医学の知識を幅広く修得してい

る。 

2. 医療専門職として求められる専門的知識や技能を有し、安全かつ適

切に実践できる。 

3. 知識を統合し、対象者の身体的・心理的・社会的な状態を適切に判

断する基本的な問題解決能力を持つ。 

 

 
最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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2 本年度の重点目標と達成計画 
令和７年度重点目標 達成計画・取組方法 

〇 教職員が一丸となり「なりたいになれる日本一の専門学校」の実現

を目指す。 

〇 全教職員が、学校が中小企業であることを理解し、存続のための成

果に対し主体性をもってこだわり、尽力する。 

 

1. 全学生の将来設計実現に向けたキャリア教育及び学生支援を行う。 

A) 学内での挨拶活動の徹底 

B) 就職率 100% 

 

 

 

2. 受験生一人ひとりの将来設計の構築を全力でサポートする広報

活動を展開し、より多くの受験生を募り定員の充足を図る。 

新入生定員充足率 100% 

鍼灸 60名、柔整 90名、歯科衛生 120名 

 

3. 入学生全員の 3年間での卒業と国家試験合格を目指した教科指

導・学生指導を実践する。 

A) 3年間での卒業率 80％以上 

B) 卒業試験・国家試験合格率 100% 

 

 

4. 目指す学校像・DP実現の方針に基づき、 

学習者本位の教育実現に向けて教育力を向上させる。 

A) 学生が自ら目標を定めて主体的に学修に取り組めるように指導

する。 

B) 授業アンケートの実施と教員面談を行う。 

C) チューター制度の実施。 

 

〇挨拶活動の徹底 

〇校長コラム等を通じて、学校の経営に対し、全 

教職員が関心を持ち、また、各々が主体的に改 

善を図れるよう、環境を整備する。 

 

 

1. 全教職員が協働し学生のキャリア教育を着実に実施する。 

A) 挨拶の徹底、学生のソーシャルスキル向上を目的とする。 

B) 12月末内定率 100％に向けた就職支援を実施する。 

 

2. 受験生来校増に向けた施策を実施する。 

A) 学校ホームページの継続的な改善 

B) 高等学校、企業との関係性構築の強化 

C) ガイダンスからの来校促進(教員協働) 

D) OC、BOCの企画立案と、実施(セミナー、イベント) 

3. 退学、休学、留年による離脱率の低減に向けて、全教職員にて取り組み

を行う。 

A) 学科毎の学年別離脱率の改善に向け進級率(卒業率)目標を設定す

る。 

B) 3年生の卒業試験及び国家試験全員合格を達成するための方策を実

行する。 

 

4. 教務部は教務部長を中心とした FD活動(FD委員会)を定期に実施し、学

科と協働し教育力向上を推進する。 

A) 国家試験傾向分析委員会にて、国家試験施策の質向上に努める。 

B) 授業アンケートから科目・科目グループ・学科毎に PDCAを実施す

る。(学科 OJT、授業観察、公開授業、研修等) 

C) チューター制度の実施と継続的な改善を行う。 

 

 
最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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3 評価項目別取組状況 
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基準１ 教育理念・目的・育成人材像 

総括と課題 今後の改善方策 
特記事項（特徴・特色・特殊な事情

等） 
教育理念、教育目的及び育成人材像については、

学則及び新宿医療専門学校における専門学校教育実

現のための方策として定め、教育理念と教育目的を

実現するための到達目標を本校全体としての卒業認

定・称号授与の方針（ディプロマポリシー）として

定め、育成人材像を明確化した。 

ディプロマポリシーの 2 本柱である、「主体的・自

立的に行動できる人間力」と「医療専門職として必

要な臨床力」を身につけることに対する取り組み

を、社会人基礎力を養成するための「キャリア教

育」と、職業人専門力を養成する「職業教育」両面

からの教育と捉えている。 
本校の育成人材像が国民のニーズに合ったもので

あるために常に見直す取り組みが求められる。 

 

育成人材像の実現のためのディプロマポリシーを

広報活動と通じて、受験生や保護者また、業界、就

職先企業等に周知する。 

また、本校の育成人材像が国民のニーズに合った

ものであるために、教育課程編成委員会や学校関係

者評価委員会等で関係する方々から意見を聴き改善

に取り組む。 

 

 

 
最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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1-1 （1/2） 

1-1 理念・目的・育成人材像 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

1-1-1  理 念 ・ 目

的 ・ 育 成 人 材 像

は、定められてい

るか 

□理念に沿った目的・育成

人材像になっているか 

□理念等は文書化するなど

明確に定めているか 

□理念等において専門分野

の特性は明確になっている

か 

□理念等に応じた課程(学

科)を設置しているか 

□理念等を実現するための

具体的な目標・計画・方法

を定めているか 

□理念等を学生・保護者・

関連業界等に周知している

か 

□理念等の浸透度を確認し

ているか 

□理念等を社会の要請に的

確に対応させるため、適宜

見直しを行っているか 

 

4 理念・目的は学則に明

記されている。育成人材

像は卒業認定・称号授与

の方針（ディプロマポリ

シー）で明確にしてい

る。 
理念等を実現するため

の各学科で具体的な目標

として卒業認定・称号授

与の方針（ディプロマポ

リシー）を定めている。 

理念等を実現するための

具体的な計画・方法とし

て教育課程の編成・実施

の方針（カリキュラムポ

リシー）を定め、変化す

る社会・業界の要請に対

応するよう適宜見直すこ

とができる体制としてい

る。 

理念浸透について、４

月に新入職の教職員対象

に校長による新入職研修

を実施した。 

今後入職する新入教職者

に対して、適宜校長によ

る研修を実施し、理念浸

透を図る。 

また、全職員チャット

等を活用し、適宜、校

長より学校の考え方に

ついて浸透を図る。 

各教職員との面談時に

おいて、改めて学校理念

について､説明の時間を

設け、マンツーマンでの

理念浸透を図る。 

新入教職員に対して

は、校長より月に一度

の理念研修を行う。(全

8 回を想定) 

 

1-1-2 育成人材像

は専門分野に関連

する業界等の人材

ニーズに適合して

いるか 

□課程(学科)毎に、関連業

界等が求める知識・技術・

技能・人間性等人材要件を

明確にしているか 

□教育課程・授業計画(シラ

バス)等の策定において、関

連業界等からの協力を得て

いるか 

4 学科は、各関連業界との

交流や教育課程編成委員

会からの意見を反映さ

せ、学科に求められてい

る人材要件を、卒業認定

の方針（ディプロマポリ

シー）教育課程の編成・

実施の方針（カリキュラ

ムポリシー）として明ら

かにしている。 

特になし。 特になし。  
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1-1 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

1-1-2 続き □専任・兼任(非常勤)にか

かわらず、教員採用におい

て、関連業界等から協力を

得ているか 

□学内外にかかわらず、実

習の実施にあたって、関連

業界等からの協力を得てい

るか 

□教材等の開発において、

関連業界等からの協力を得

ているか 

４ 実習の実施にあたって

は、全学科で関連業界実

務経験者の参加を得て授

業を行った。 
柔道整復学科では、昨年

度に引き続き、外部によ

る臨地実習を開始してい

る。 
歯科衛生学科では臨地実

習で歯科医院・大学病院

等の協力を得ている。 

 

適切な臨地実習協力施

設の更なる確保が課題で

ある。 

新規臨地実習協力施設

拡充に向けての取り組み

を引き続き実施する。 
教育における、本校独

自の基準を策定し、臨地

実習先とのさらなる連携

体制の構築に向けて、臨

地実習先と協議し実行す

る。 

 

1-1-3 理念等の達

成に向け特色ある

教育活動に取組ん

でいるか 

□理念等の達成に向け、特

色ある教育活動に取組んで

いるか 

□特色ある職業実践教育に

取組んでいるか 

４ 臨床力向上に向けたカ

リキュラム編成を行って

いる。 
実務者による実技実習を

実施している。 

特になし。 特になし。  

1-1-4 社会のニー

ズ等を踏まえた将

来構想を抱いてい

るか 

□中期的（3～5 年程度）な

視点で、学校の将来構想を

定めているか 

□学校の将来構想を教職員

に周知してるか 

□学校の将来構想を学生・

保護者・関連業界等に周知

しているか 

４ 業界の動向を捉えて中

期的将来構想を定めてい

る。 

将来構想を学生、保護者

教職員に周知している。 

中長期のビジョンを提

示により昨年度より

も、理念浸透が図れ

た。 
 

 教職員内にて、理念の

理解が薄れないよう、定

期的な理念研修の実施が

必要である。 

 

引き続き、校長面談等

を通じて、理解度 (浸透

度) の均一化を図る。 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

理念と目的を実現するための到達目標を本校全体に周知している。学生に対

して、社会人基礎力を養成するための「キャリア教育」と、職業人専門力を養

成する「職業教育」両面からのアプローチと、教育力の向上が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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基準２ 学校運営 
総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校運営は、毎年の事業計画（予算）を基に行わ

れる。変化の激しい業界のニーズに合った人材を養

成するためには、中期（３年～５年程度）の運営方

針が重要である。 

事業計画は運営会議、理事会の決裁を受け、承認

を得ている。 
理事会・評議員会は寄付行為に基づき適切に開催

され、審議は、議事録に残されている。寄付行為の

改正は、適正な手続きを経て為されている。学校運

営に必要な事務及び教学組織は整備されている。 

運営会議は、定期的（月 4回）に開かれ、ここで組

織図、組織規定を策定し下部会議体へ伝え、各会議

体と委員会は各部所の責任を明確にしている。各会

議体は議事録を開催ごとに作成し、決定事項を執行

している。 

事業計画内には、組織図、各会議体が示されてい

る。 
運営組織は、目的、方針、目標と実行計画に基づ

いている。 
採用と人材育成は短期・中期の事業計画に沿って

行っている。 

 

「学校関係者評価委員会」による関係者評価に基

づいた改善を更に進める。 

 

 

 
最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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2-2 （1/1） 

2-2 運営方針 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-2-1 理念に沿っ

た運営方針を定め

ているか 

□運営方針を文書化するな

ど明確に定めているか 

□運営方針は理念等、目

標、事業計画を踏まえ定め

ているか 

□運営方針を教職員等に周

知しているか 

□運営方針の組織内の浸透

度を確認しているか 

４ 運営方針は理念等、目

標、事業計画を踏まえ文

書化している。 
運営方針は運営会議か

ら下部会議体へ伝え、教

職員に周知している。 
組織内への浸透は自己評

価シートで確認してい

る。 

職員の理念への理解

度に改善が見られた。 

定期的な理念浸透の場

を持ち、職員一丸となっ

て学校運営ができるよう

施策を継続する。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

運営方針と事業計画を全ての教職員に周知している。 

学校で定めた目標と事業計画に基づき、各部門で目標と実行計画を策定し、

個人の自己評価シートにより目標と実現に向けた方策が策定されている。 

 

 

 最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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2-3 （1/1） 

2-3 事業計画 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-3-1 理念等を達

成するための事業

計画を定めている

か 

□中期計画（3～5 年程度）

を定めているか 

□単年度の事業計画を定め

ているか 

□事業計画に予算、事業目

標等を明示しているか 

□事業計画の執行体制、業

務分担等を明確にしている

か 

□事業計画の執行・進捗管

理状況及び見直しの時期、

内容を明確にしているか 

４ 中期計画に基づき、単

年度の事業計画（予算）

を作成している。 
事業計画には組織図が

示されている。 
執行状況の管理は運営

会議で行っている。 
事業計画の定期見直しは

中間報告（10 月）で実施

されている。 

定期外の事業の見直し

時期を部門及び業務内容

ごとに適切化することが

課題である。 

各部署にて業務見直し

を 4 半期毎に確認し適切

化を図る。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

運営方針と事業計画を定めることが重要である。事業目標・予算・執行体

制を明確に計画している。事業計画見直しの時期の適切化を引き続き進める必

要がある。 

 

 

 

 
最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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2-4 （1/2） 

2-4 運営組織 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-4-1 設置法人は

組織運営を適切に

行っているか 

□理事会、評議員会は寄附

行為に基づき適切に開催し

ているか 

□理事会等は必要な審議を

行い、適切に議事録を作成

しているか 

□寄附行為は、必要に応じ

て適正な手続きを経て改正

しているか 

４ 理事会・評議員会は寄

付行為に基づき適切に開

催され、審議は、議事録

に残されている。寄付行

為の改正は、適正な手続

きを経て為されている。 

特になし。 特になし。 理事会・評議委員

会 

議事録 

2-4-2 学校運営の

ための組織を整備

しているか 

□学校運営に必要な事務及

び教学組織を整備している

か 

□現状の組織を体系化した

組織規程、組織図等を整備

しているか 

□各部署の役割分担、組織

目標等を規程等で明確にし

ているか 

□会議、委員会等の決定権

限、委員構成等を規程等で

明確にしているか 

□会議、委員会等の議事録

（記録）は、開催毎に作成

しているか 

□組織運営のための規則・

規程等を整備しているか 

□規則・規程等は、必要に

応じて適正な手続きを経て

改正しているか 

４ 学校運営に必要な事務

及び教学組織は整備され

ている。 
運営会議は、定期的

（月 4 回）に開かれ、こ

こで組織図、組織規程を

策定し下部会議体へ伝

え、各会議体と委員会は

各部所の責任を明確にし

ている。各会議体は議事

録を開催ごとに作成し、

決定事項を執行してい

る。 
規則・規程は「就業規

則」として定められ、必

要に応じて改正されてい

る。 (最終改定日：2024

年４月 1 日) 

特になし。 特になし。 ・組織図 
・会議録 
・管理運営規定 
・職務分担表 
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2-4 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-4-2 続き □学校の組織運営に携わる

事務職員の意欲及び資質の

向上への取組みを行ってい

るか 

４ 教職員の資質向上のた

めの研修（広報研修、キ

ャリア研修など）を実施

している。 

特になし。 特になし。  

 

 

 

 

 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

理事会・評議員会は寄付行為に基づき適切に開催され、審議は、議事録に残さ

れている。寄付行為の改正は、適正な手続きを経て為されている。学校運営に

必要な事務及び教学組織は整備されている。 

運営会議は、定期的（月４回）に開かれ、ここで組織図、組織規定を策定し下

部会議体へ伝え、各会議体と委員会は各部所の責任を明確にしている。各会議

体は議事録を開催ごとに作成し、決定事項を執行している。 

 

最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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2-5 （1/1） 

2-5 人事・給与制度 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-5-1 人事・給与

に関する制度を整

備しているか 

□採用基準・採用手続きに

ついて規程等で明確化し、

適切に運用しているか 

□適切な採用広報を行い、

必要な人材を確保している

か 

□給与支給等に関する基

準・規程を整備し、適切に

運用しているか 

□昇任・昇給の基準を規程

等で明確化し、適切に運用

しているか 

□人事考課制度を規程等で

明確化し、適切に運用して

いるか 

４ 採用については、任免

規程で定めている。 
給与支給については、

適切に運営している。 

昇給・昇任について

は、人事考課制度により

評定している。 
人事考課制度は学校自

己評価・教職員評価シス

テムにより評定してい

る。 

 

特になし。 特になし。 ・就業規則 
・任免規程 
・給与規程 

・学校自己評価-教 

職員評価システム 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

採用については、任免規定で定めている。給与支給については、適切に運営

している。昇給・承認については、人事考課制度を導入している。 

 

 

 最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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2-6 （1/1） 

2-6 意思決定システム 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-6-1 意思決定シ

ステムを整備して

いるか 

□教務・財務等の事務処理

において、意思決定システ

ムを整備しているか 

□意思決定システムにおい

て、意思決定の権限等を明

確にしているか 

□意思決定システムは、規

則・規程等で明確にしてい

るか 

４ 教務・経理の事務処理

については、起案を立て

て意思決定している。 
意思決定の権限について

は、明確である。 

特になし。 特になし。  

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教務・経理の事務処理については、起案を立てて意思決定している。意思決

定の権限・意思決定システムについては、明確である。 

 

 

 

８
最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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2-7 （1/1） 

2-7 情報システム 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-7-1 情報システ

ム化に取組み、業

務の効率化を図っ

ているか 

□学生に関する情報管理

システム、業務処理に関

するシステムを構築して

いるか 

□これらシステムを活用

し、タイムリーな情報提

供、意思決定が行われて

いるか 

□学生指導において、適

切に（学生情報管理）シ

ステムを活用しているか 

□データの更新等を適切

に行い、最新の情報を蓄

積しているか 

□システムのメンテナン

ス及びセキュリティー管

理を適切に行っているか 

4 学生管理ソフトで、学

生の募集状況・入学状

況・在籍状況・出席・

成績管理を行ってい

て、学生指導に活用し

ている。 
各種証明書も印刷が可

能であり学生の利便性

も向上した。 
メンテナンスも定期的

に行われており、セキ

ュリティー管理も適切

に行われている。 

成績表の送付につい

ては、3 学科共にメール

で配信を行っている。 

特になし。 ・学生管理ソフト： 

Info-Clipper(株式会社

日東システムテクノロ

ジーズ) 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学生管理ソフトで、学生の募集状況・入学状況・在籍状況・出席・成績管

理・各種証明書の発行など行っていて、学生指導に活用している。 

校内 Wi-Fi 環境を構築し、e ラーニングを進めると共に教職員の情報の共有化を

図る。また、データを蓄積し、予算執行等学校運営に寄与している。 

 

 

 

 

 

最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 濱野 哲也 
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基準３ 教育活動 
総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

理念等に沿った教育課程の編成・実施方針は明確

である。また、学科毎の教育レベルは、免許取得

という目標が明確であり、その指導・支援体制は

整っている。 
学校としてどのような能力を身につけた学生に卒

業を認定し、称号を授与するのかという方針（デ

ィプロマポリシー）を定め、社会人としての基礎

的汎用的能力の修得を目指す「キャリア教育」と

職業実践的な知識や技能の修得を目指す「職業教

育」を掲げている。また、その方針を達成するた

めに必要な教育内容等を示した教育課程の編成・

実施の方針（カリキュラムポリシー）を定めてい

る。 
各学科の卒業認定の方針（ディプロマポリシー）

では業界の動向を踏まえた到達目標を定め、その

方針を達成するための教育課程の編成・実施の方

針（カリキュラムポリシー）ではその内容をカリ

キュラムマップでわかりやすく示している。 

具体的な取り組みとして、シラバス（コマシラバ

ス）、小テストを有効活用している。アクティブ

ラーニングは取り入れているが、より有効な実施

が課題である。ICT を活用した教育は、より一層

充実したシステムの構築が課題である。 
キャリア教育ではコミュニケーション能力を高め

る取り組みの充実が課題である。 

職業教育では授業でのアクティブラーニングの導

入を促すため、学科による勉強会やモデル授業観

察等の取り組みを行う。また、学習効果を上げる

ための動画配信等を進めるため、外部企業と提携

した ICT の実質化を推進する。 

 キャリア教育では学生による学園祭の実施やク

ラブ活動等を通してコミュニケーション能力の向

上を図る。 

 

 
最終更新日付 令和８年５月１日 記載責任者 岡村 和彦 

3-8 （1/1） 
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3-8 目標の設定 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

3-8-1 理念等に沿

った教育課程の編

成方針、実施方針

を定めているか 

□教育課程の編成方針、実

施方針を文書化するなど明

確に定めているか 

□職業教育に関する方針を

定めているか 

４ 本校の専門学校教育実現

のための方策として、理

念等に沿った、卒業認定

の方針（ディプロマポリ

シー）教育課程の編成・

実施の方針（カリキュラ

ムポリシー）を定め、明

記している。 

特になし。  特になし。  

3-8-2 学科毎の修

業年限に応じた教

育到達レベルを明

確にしているか 

□学科毎に目標とする教育

到達レベルを明示している

か 

□教育到達レベルは、理念

等に適合しているか 

□資格・免許の取得を目指

す学科において、取得の意

義及び取得指導・支援体制

を明確にしているか 

□資格・免許取得を教育到

達レベルとしている学科で

は、取得指導・支援体制を

整備しているか 

４ 理念に基づき、各学科の

卒業認定の方針（ディプ

ロマポリシー）で到達目

標を定めている。その方

針を達成するために、教

育課程の編成・実施の方

針（カリキュラムポリシ

ー）を明確にしている。

各学科とも国家試験合格

は目標のひとつであり、

国家試験取得指導・支援

体制は整備されている。 

各学科が定めた到達目標

が、各関連業界から学科

に求められている人材像

と適合しているか否かを

適宜検証していく必要が

ある。 

各学科は、各関連業界と

の交流や教育課程編成委

員会からの意見を、教育

課程の編成に反映してい

く。 

学科会議議事録 
教務会議議事録 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

理念等に沿った教育課程の編成方針、実施方針を定め実施している。 

教育到達レベルは明確である。 

 

 

 

 最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉芳裕・岡村和彦 
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3-9 （1/3） 

3-9 教育方法・評価等 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

3-9-1 教育目的・

目標に沿った教育

課程を編成してい

るか 

□教育課程を編成する体制

は、規程等で明確にしてい

るか 

□議事録を作成するなど教

育課程の編成過程を明確に

しているか 

□授業科目の開設におい

て、専門科目、一般科目を

適切に配分しているか 

□授業科目の開設におい

て、必修科目、選択科目を

適切に配分しているか 

□修了に係る授業時数、単

位数を明示しているか 

□授業科目の目標に照ら

し、適切な教育内容を提供

しているか 

□授業科目の目標に照ら

し、講義・演習・実習等、

適切な授業形態を選択して

いるか 

□授業科目の目標に照ら

し、授業内容・授業方法を

工夫するなど学習指導は充

実しているか 

□職業実践教育の視点で、

授業科目内容に応じ、講

義・演習・実習等を適切に

配分しているか 

４ 教育課程を編成する体

制は明確である。 

 

教育課程の編成過程は

明確にしている。 

 

専門科目、一般科目は

適切に配分している。 

 

必修科目、選択科目を

適切に配分している。 

 

修了に係る授業時数、

単位数を明示している。 

 

授業科目の目標に照ら

し、適切な教育内容を提

供し、適切な授業形態を

選択している。 

 

授業科目の目標に照ら

し、学習指導は充実して

いる。 

 

職業実践教育の視点

で、授業科目内容に応

じ、講義・演習・実習等

を適切に配分している。 

 

特になし。  特になし。 ・教務会議議事録 
・運営会議議事録 
・カリキュラム 
・学則 

・細則 
・シラバス 
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3-9 （2/3） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-9-1 続き □職業実践教育の視点で教

育内容・教育方法・教材等

工夫しているか 

□単位制の学科において、

履修科目の登録について適

切な指導を行っているか 

□授業科目について、授業

計画（シラバス・コマシラ

バス）を作成しているかを 

□教育課程は定期的に見直

し改定を行っているか 

４ 職業実践教育の視点で

教育内容・教育方法・教

材等工夫している。 
授業計画（シラバス・

コマシラバス）を作成し

ている。 

教育課程は適宜検討して

いる。 

特になし。  特になし。 ・シラバス 
・コマシラバス 

3-9-2 教育課程に

ついて、外部の意

見を反映している

か 

□教育課程の編成及び改定

において、在校生・卒業生

の意見聴取や評価を行って

いるか 

□教育課程の編成及び改定

において、関連する業界・

機関等の意見聴取や評価を

行っているか 

□職業実践教育の効果につ

いて、卒業生・就職先等の

意見聴取や評価を行ってい

るか 

４ 関連する業界・機関等

や卒業生から委員を選出

し構成される教育課程編

成委員会を組織し、教育

課程の編成および改定に

おいて、意見聴取や評価

を行っている。 
職業実践教育の効果につ

いても、教育課程編成委

員会において意見聴取や

評価を行っている。 

特になし。  特になし。 ・教育課程編成委員

会議事録 

3-9-3 キャリア教

育を実施している

か 

□キャリア教育の実施にあ

たって、意義・指導方法等

に関する方針を定めている

か 

□キャリア教育を行うため

の教育内容・教育方法・教

材等について工夫している

か 

 

４ 方針は教育理念・目標

として定められている。 
講義・臨床実習・特別講

演、課外活動、インター

ン実習、卒業後の研修な

どで工夫し実施してい

る。 

特になし。 特になし。  
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3-9 （3/3） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-9-3 続き □キャリア教育の効果につ

いて卒業生・就職先等の意

見聴取や評価を行っている

か 

 卒業生・就職先等のアン

ケートを実施して評価し

ている。 

特になし。  特になし。  

3-9-4 授業評価を

実施しているか 

□授業評価を実施する体制

を整備しているか 

□学生に対するアンケート

等の実施など、授業評価を

行っているか 

□授業評価の実施におい

て、関連業界等との協力体

制はあるか 

□教員にフィードバックす

る等、授業評価結果を授業

改善に活用しているか 

４ 教務部によるFD活動と

して、授業評価を実施す

る体制が整備されてい

る。 
学期ごとに学生に対す

るアンケートを実施し、

全教員の授業評価を行っ

ている。 

校長より各教員へ評価を

フィードバックし、授業

のレベルアップを図って

いる。 

特になし。  特になし。  

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教育目的・目標に沿った教育課程を編成している。外部の意見を反映する

ために教育課程編成委員会を組織し意見聴取や評価を行っている。キャリア

教育を実施しており、FD 活動の一環として授業評価を実施している。 

 

 

 
最終更新日付 令和８年５月１日 記載責任者 小倉芳裕・岡村和彦 
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3-10 （1/1） 

3-10 成績評価・単位認定等 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-10-1  成 績 評

価・修了認定基準

を明確化し、適切

に運用しているか 

□成績評価の基準につい

て、学則等に規定するなど

明確にし、かつ、学生等に

明示しているか 

□成績評価の基準を適切に

運用するため、会議等を開

くなど客観性・統一性の確

保に取組んでいるか 

□入学前の履修、他の教育

機関の履修の認定につい

て、学則等に規定し、適切

に運用しているか 

４ 成績評価の基準は学則で規

定し明確である。かつ学生

にも明示している。 
 成績評価の基準を適切に

運用するために会議を開

き、客観性・統一性の確保

に取り組んでいる。 

入学前の履修、他の教育機

関の履修の認定について、

学則・細則に規定し適切に

運用している。 

特になし。 特になし。 ・学則 
・細則 
・教務会議議事録 
・成績判定会議議事

録 

3-10-2  作品及び

技術等の発表にお

ける成果を把握し

ているか 

□在校生のコンテスト参加

における受賞状況、研究業

績等を把握しているか 

３ 受賞状況は把握してい

る。 

学生発表の場をさらに

充実させる必要があ

る。 

担任や部活動顧問を中

心に在校生の取組みを

把握していく。 

 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

成績評価・修了認定基準は明確であり、適切に運用している。  

 

 

 

 

最終更新日付 令和８年４月１４日 記載責任者 岡村、下山、 
鈴木、関口 
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3-11 （1/1） 

3-11 資格・免許取得の指導体制 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-11-1 目標とす

る資格・免許は、

教育課程上で、明

確に位置づけてい

るか 

□取得目標としている資

格・免許の内容・取得の

意義について明確にして

いるか 

□資格・免許の取得に関

連する授業科目、特別講

座の開設等について明確

にしているか 

 

 

 

 

 

 

４ 免許取得という目標

は、教育課程上明確にな

っている。 
免許取得のための授業科

目、特別講座を開設して

いる。 

特になし。 特になし。 カリキュラム 

3-11-2 資格・免

許取得の指導体制

はあるか 

□資格・免許の取得につい

て、指導体制を整備して

いるか 

□不合格者及び卒後の指導

体制を整備しているか 

４ 免許取得の指導体制を

整備している。 
不合格者及び卒後の指導

体制を整備している。 

特になし。 特になし。  

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

免許取得という目標は教育課程上明確になっていて、授業科目・特別講座を

開設している。 
また、その指導体制は、整備されており、不合格者及び卒業生への指導体制も

整備している。 
  

1・2 年生は、授業時間以外の補習を実施している。 

3 年生は、免許取得のための特別指導を実施している。 

 

 

 

 

 

最終更新日付 令和８年４月１４日 記載責任者 岡村、下山、 

鈴木、関口 
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3-12 （1/2） 

3-12 教員・教員組織 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-12-1  資格・要

件を備えた教員を

確保しているか 

□授業科目を担当するた

め、教員に求める能力・資

質等を明確にしているか 

□授業科目を担当するた

め、教員に求める必要な資

格等を明示し、確認してい

るか 

□教員の知識・技術・技能

レベルは、関連業界等のレ

ベルに適合しているか 

□教員採用等人材確保にお

いて、関連業界等との連携

しているか 

□教員の採用計画・配置計

画を定めているか 

□専任・兼任（非常勤）、年

齢構成、男女比など教員構

成を明示しているか 

□教員の募集、採用手続、

昇格措置等について規程等

で明確に定めているか 

□教員一人当たりの授業時

数、学生数等を把握してい

るか 
 

 

 

 

４ 教員は、専門性・人間

性・教授力・資格等のみ

ならず、学校の理念、育

成人材像の理解、学生指

導等、学校の方針への理

解と協力が得られるかを

確認し採用している。 
校長は、授業科目を担

当する総ての教員に授業

評価を実施し、教員の資

質を向上させ、さらに教

員の専門性のレベルを業

界レベルに対応している

がどうか把握している。 

教員の採用は、校長・

学科長で面談し、本校の

服務規程を了承した者を

採用している。 
教員一人当たりの授業数

と学生数は適正に管理さ

れている。 

特になし。  特になし。 ・就業規則 
・任免規程 
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3-12 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-12-2  教員の資

質向上への取組み

を行っているか 

□教員の専門性、教授力を

把握・評価しているか 

□教員の資質向上のための

研修計画を定め、適切に運

用しているか 

□関連業界等との連携によ

る教員の研修・研究に取組

んでいるか 

□教員の研究活動・自己啓

発への支援など教員のキャ

リア開発を支援しているか 

４ 校長は、学期毎に授業

評価を実施し、各教員の

専門性・教授力を把握し

評価している。 
教員の質向上のため FD

活動を実施している。内

外の研修に参加させてい

る。 
自己評価シートにより自

己啓発を図っている。 

FD 活動の実質化と、教

員のさらなる教育力・専

門力・技術力の向上及

び、ICT 化への対応力の

向上が課題である。 

FD 活動を定期化し教科

指導、学生指導に直結す

る取り組みを実行する。 

 

3-12-3  教員の組

織体制を整備して

いるか 

□分野毎に必要な教員体制

を整備しているか 

□教員組織における業務分

担・責任体制は、規程等で

明確に定めているか 

□学科毎に授業科目担当教

員間で連携・協力体制を構

築しているか 

□授業内容・教育方法の改

善に関する組織的な取組が

あるか 

□専任・兼任（非常勤）教

員間の連携・協力体制を構

築しているか 

４ 教員の配置と体制は整

備されており、業務分担

と責任体制は規程で定め

られている。 

講師会議の実施によ

り、全教員が良好な体制

を構築している。 
授業改善のため授業アン

ケートを実施し、教員に

フィードバックしてい

る。 

専任教員の欠員に対す

る確保の準備が課題であ

る。 

計画的に適切な教員採

用計画を実施する。 

組織図 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教員採用は、適切に行っている。校長は、学期ごとに授業評価を実施し、各

教員の専門性・教授力を把握し評価している。教員の質向上のため各種研修に

参加させている。教員の配置と体制は整備されており、業務分担と責任体制は

規程で定められている。 

 

  最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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基準４ 学修成果 
総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

年内１２月の就職希望者内定率１００％を目標に

している。 
３学科ともに学生の希望に添った就職先情報を提供

するべく、就職活動のサポートを行っている。 

放課後就職セミナーは鍼灸学科・柔道整復学科が

併せて学内：年４回、学外(外部企画)：年 6 回、計：

年 10 回実施、また、お昼休みの時間を各企業毎に振

り当て、計２０社のガイダンスを実施。歯科衛生学

科が学内：年６回、学外(外部企画)：年 7 回、計：年

１３回実施。 
学生部にて学生の就職状況を管理し、学科担当教

員と共有、連携しながら、学生の個々の状況に合わ

せた適切な就職サポートを提供することに尽力して

いる。   
また、就職先企業への積極的な訪問通じて、業界

の動向を学校が把握できるよう努めている。(昨年度

実績６０企業以上) 

鍼灸学科、柔道整復学科、歯科衛生学科ともに国

家試験の全学生合格を目標にしている。 
R７年度 国家試験合格率実績 

鍼灸学科 はり師６８．４％、きゅう師７１．１％ 

柔道整復師 １００％ 

歯科衛生士 １００％である。 

全学生合格のための指導計画、実行、評価及び改善

をさらに進める必要がある。国家試験傾向分析委員

会を設置し対応している。また、休退学者を出さぬ

よう日頃からの担任等による学生への精神面でのケ

アを徹底するとともに、講習会等を開催し教職員全

体のコーチング能力向上を図る。 
＜課題＞ 
・鍼灸学科合格率１００％ 未達成。 
・卒業生の就職先での状況の把握が課題である。 

・国家試験合格率１００％達成に向けて、指導計

画、実行、評価、改善を定期的に行う。(国家試験傾

向分析委員会) 

・卒業生にヒアリングを行い、現状の就業状況を把

握することで、本人が希望した職場を提案できてい

たか(ミスマッチが無かったか)検証を行い、就職斡旋

における成功確度を高めることに尽力する。また、

それを基に今後の就職ガイダンス等の企画立案に活

かしていく。 

・3 年間の就職活動支援計画を策定、学生の就職に対

する意識を高め、教務部を巻き込みながら学生自ら

行動するよう促進する。 
・社会人層に対しては、就職活動に課題感を抱えて

いる学生が多くいるため、学科教員と連携を取り、

早期に学生部 キャリアデザイン支援室に相談にくる

よう指導を強化する。 
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・年内１２月 就職率１００％の目標が未達成であっ

た。 
・社会人層の就職活動開始時期が全体的に遅い傾向が

ある。 

 
最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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4-13 （1/1） 

4-13 就職率 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-13-1 就職率の

向上が図られてい

るか 

□就職率に関する目標設定

はあるか 

□学生の就職活動を把握し

ているか 

□専門分野と関連する業界

等への就職状況を把握し

ているか 

□関連する企業等と共催で

「就職セミナー」を行う

など、就職に関し関連業

界等と連携しているか 

□就職率等のデータについ

て適切に管理しているか 

４ 就職率目標：12月 100％ 
学生各個人の就職活動

状況をアンケートによ

り把握し、学科担当が

教員と共有を行ってい

る。 
卒業生就職先企業へ昨

年度、60 箇所以上訪問

し、企業理解と卒業生

の状況の把握に努めて

いる。加えて歯科医院

を新規で 60 箇所以上訪

問し、紹介医院情報を

増やした。 

就職ガイダンス(昼休み

含む)を鍼灸学科/柔道整

復学科 計 30 回実施。 
歯科衛生計 8 回実施。 
各実施企画に対し学科

と連携し参加促進、ア

ンケートによる企画改

善を実施している。 
偶数月に就職率調査を

行い適切に管理してい

る。 
4 月から 12 月までの偶

数月に就職率調査を行

い適切に管理してい

る。 

柔道整復学科の内定

率が概ね目標を達成し

たのに対し、社会人層

が多い鍼灸学科、歯科

衛生学科の内定率が昨

対と変わらない状況で

ある(目標未達成)。 

学生部 キャリアデザイ

ン支援室への利用者(学

生)が特定の人物に限定

される傾向がある。 

教職員全体で学生部

キャリアデザイン支援

室の利用促進をした結

果、利用者が増えては

来ているので、より利

用者が増えるよう、引

き続き教職員一丸とな

って学生への周知を徹

底する。 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

やはり、社会人層の就職活動促進が課題である。学生部職員が比較的若い

ことも原因一つであると考える。社会人層にも信頼してもらえるような施策

を検討したい。 

 

 

 
最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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4-14 （1/1） 

4-14 資格・免許の取得率 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-14-1 資格・免

許の取得率の向上

が図られているか 

□資格・免許取得率に関

する目標設定はあるか 

□特別講座、セミナーの

開講等授業を補完する学

習支援の取組はあるか 

□合格実績、合格率、全

国水準との比較など行っ

ているか 

□指導方法と合格実績と

の関連性を確認し、指導

方法の改善を行っている

か 

３ 国家試験全員合格を

目標にしている。 
特別講座、セミナーの

開講等授業を補完する

学習支援の取組があ

る。 
合格実績、合格率、

全国水準との比較など

を行っている。 
授業においてのディ

プロマの取得を行って

いる。 

 

全員合格のために、指

導方法の分析と、それ

を基にした具体的な改

善をさらに進める。 

指導計画、実行、評

価、改善を定期的に行

う。 

全国国家試験合格率 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

国家試験の全員合格を目標にしている。鍼灸学科は、はり師 68.4％、きゅう師

71.1％、柔道整復学科は 100％、歯科衛生学科は 100％である。鍼灸学科につい

ては全国平均を下回ってしまったため国家試験傾向分析委員会をより活用し全

員合格のため指導計画、実行、評価及び改善をさらに進める必要がある。 

 

 

 
最終更新日付 令和８年４月１４日 記載責任者 岡村、下山、 

鈴木、関口 
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4-15 （1/1） 

4-15 卒業生の社会的評価 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-15-1  卒業生の

社会的評価を把握

しているか 

□卒業生の就職先の企業・

施設・機関等を訪問する

などして卒後の実態を調

査等で把握しているか 

□卒業生のコンテスト参加

における受賞状況、研究

業績等を把握しているか 

４ 卒業生へ就職先につ

いてのアンケートを実

施している。 
回答内容を部署内、各

学科に共有している。 
 学校内に卒業生ポス

ターを掲示し、在校生

が就職活動に活かせる

よう情報共有を行って

いる。 

3学科卒業生アンケー

トを実施した。鍼灸柔

整の半年間継続率は

87.1%となった。 

歯科衛生学科は、

84％となった。 

100％になる様、就職

支援部署で企業研究を

継続していく。 

積極的に企業訪問を

行い、給与体系や分院

展開、福利厚生といっ

た詳細情報を精査しま

す。これらを的確に学

生へフィードバックす

ることで、入社半年間

の継続率向上に努め

る。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学内企業ガイダンスにて、卒業生の参加が増えている。 

引き続き、在校生との接点が増えるよう対応を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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基準５ 学生支援 
総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

就職セミナーは鍼灸学科・柔道整復学科が年 30 回

実施、歯科衛生学科が年 8 回実施した。 
複数院経営の企業は、毎回参加可能であるが個人

院の参加が困難であり、今後の課題である。新卒学

生の入学割合が多くなり、以前に比べ就職、職業の

意識が低くなっている。 
中途退学の要因・傾向、退学者数及び指導経過に

ついては、把握し記録を保存している。 
近年の学生相談は学習面や生活面だけでなく、健

康面での不安を訴える相談(精神的な問題)が増加しつ

つある。 
経済支援や健康管理については、整備されてい

る。学校独自の学生寮を設置するのは、立地的に困

難である。部活動は 19 団体となった。新入生を入学

前に事前に来校させ学習方法を指導すると共に、コ

ミュニケーション研修等を通じて友達作りをさせ、

個々の大まかな性格などを把握する。入学時に保護

者と新入生を集めオリエンテーションを行い、連携

を取っている。保護者との連絡は電話連絡が多い。

成績不良の学生保護者への連絡は、今後も密に行

う。 
同窓会の活動は、定期的な四者会談を開催し情報

共有と合同開催企画を検討している。卒後研修やキ

ャリアアップのサポートや再就職への支援を行って

いる。単位互換が可能な社会人学生に対し、適宜対

応を行っている。 

 

中途退学低減に向けた取り組みとして、学生の学

力及び心理面の状況に応じた低学力対策及びメンタ

ル面の指導については、カウンセラーの協力を得る

など学校をあげて取り組んでいる。 

 

休退学など取り返しのつかない問題になる前に対

応できる様な環境作りを検討する必要がある。 
授業欠席数が多い学生を適宜指導する。また、休

退学者の原因分析・今後の対策を検討する。 

 

 

 

 

 
産学連携の再教育プログラムや、社会人学生への教

育環境の整備を継続的に実施する必要がある。 

 

 
最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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5-16 （1/1） 

5-16 就職等進路 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-16-1 就職等進

路に関する支援組

織体制を整備して

いるか 

□就職など進路支援のため

の組織体制を整備してい

るか 

□担任教員と就職部門の連

携など学内における連携

体制を整備しているか 

□学生の就職活動の状況を

学内で共有しているか 

□関連する業界等と就職に

関する連携体制を構築し

ているか 

□就職説明会等を開催して

いるか 

□履歴書の書き方、面接の

受け方など具体的な就職

指導に関するセミナー・

講座を開講しているか 

□就職に関する個別の相談

に適切に応じているか 

３ 学生部職員が、就職に対

する学生からの要望に対

し、適宜、迅速に対応でき

るよう整備している。月に

一度、各学科より就職担当

者を招集し、現状の就職状

況やそれに関わる施策につ

いて検討、実行している。

在校生内定状況について、

掲示により共有している。 

各学科とスケジュールを作

成し、履歴書の記入方法、

社会保険制度等の講習を開

催している。(鍼灸学科・

柔道整復学科 30 回/歯科衛

生学科 8 回)学生個人が学

生部にて就職活動等にて相

談があった場合には適宜対

応している。 

就職推奨企業をピック

アップする際に、社会

保険完備と新人研修の

有無以外の基準が明確

になく情報が足りない

と感じることがある。 

特出した分野にてご

活躍されている就職先

企業への見学を行い、

学校として現場を知る

機会を今後も設ける。 
 

・鍼灸/柔整 分野担当 

株式会社セリアジョブ 

株式会社エス・エム・

エス 

株式会社 Amistad 

株式会社スリーサイズ 

 

・歯科衛生 分野担当 
株式会社クオキャリア 
株式会社トーコン 
株式会社さんぽう 
株式会社グッピーズ 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学生部にて、就職活動サポートに関する目的を作成し、学内共有を行ったこと

で、教職員の就職にサポートについての理解が深まり、より円滑な連携を学科

と学生部間にて取ることができた。その結果、一人ひとりの学生に対する就職

サポートが実現できている。今後も、PDCA サイクルを実践し、よりミスマッ

チの無い就職サポートを実現できるよう努める。 

 

 

 

 

5-17 （1/1） 

最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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5-17 中途退学への対応 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-17-1 退学率の

低減が図られてい

るか 

□中途退学の要因、傾

向、各学年における退学

者数等を把握しているか 

□指導経過記録を適切に

保存しているか 

□中途退学の低減に向け

た学内における連携体制

はあるか 

□退学に結びつきやす

い、心理面、学習面での

特別指導体制はあるか 

４ 中途退学の要因・傾向、退

学者数及び指導経過につい

ては、把握し記録を保存し

ている。 
中途退学低減に向けた取り

組みとして、複数担任制を

導入し、学生全員と面談を

行うことで学生状況の把握

に努めている。また低学力

対策・メンタル面の指導や

就職に対する意識強化の指

導体制も整備している。 
学校生活不適応への対応と

して部活動や学園祭などの

課外活動を含めたキャリア

教育を実施している。 

スクールカウンセラーによ

るカウンセリングを実施し

ている。 

学生の現状を深く認識

することが重要であり

個別対応のさらなる強

化が必要である。 

スクールカウンセラー

と連携を取りながら学

生のメンタル面を含め

た状況を把握してい

く。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

中途退学の要因・傾向、退学者数及び指導経過については、把握し記録を保存

している。中途退学低減に向けた取り組みとして、学生の就職に対する意欲を

持たせることで学習意欲を高めている。 
低学力対策及びメンタル面の指導をさらに進める必要がある。 

入学時に、コミュニケーション研修を実施している。 
就職活動に対する指導を入学直後から年次計画に盛り込んでいる。 

 

 

 最終更新日付 令和８年４月１４日 記載責任者 岡村、下山、 
鈴木、関口 
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5-18 （1/2） 

5-18 学生相談 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-18-1 学生相談

に関する体制を整

備しているか 

□専任カウンセラーの配

置等相談に関する組織体

制を整備しているか 

□相談室の設置など相談

に関する環境整備を行っ

ているか 

□学生に対して、相談室

の利用に関する案内を行

っているか 

□相談記録を適切に保存

しているか 

□関連医療機関等との連

携はあるか 

□卒業生からの相談につ

いて、適切に対応してい

るか 

４ 専任のカウンセラー

を配置している。 

相談室の設置、環境

整備を行っている。 

相談室前に、掲示を

行い、職員・学生に対

し周知を行っている。 

相談記録は、専任カウ

ンセラーにより保管され

ている。 

専任カウンセラーの
判断にて、適宜、適切
な医療機関への案内を
行っている。 

卒業生へも希望者に対
し対応を行っている。 

昨年度より、学校医に

心療内科 医師を加え、

教員では対応が困難と

思われる相談につい

て、対応を依頼してい

る。 

相談担当教職員の継

続的なカウンセリング

スキルの向上が課題で

ある。 

カウンセリング研修

の実施。 
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5-18-2 留学生に

対する相談体制を

整備しているか 

□留学生の相談等に対応

する担当の教職員を配置

しているか 

□留学生に対して在籍管

理等生活指導を適切に行

っているか 

□留学生に対し、就職・

進学等卒業後の進路に関

する指導・支援を適切に

行っているか 

□留学生に関する指導記

録を適切に保存している

か 

 

４ 留学生が在籍してい

る学科は、学生部担当

者と連携し、行政への

申請書類作成等のサポ

ート、フォロー体制を

整備している。 
学科と連携し、就職

サポートを実施してい

る。 

留学生の指導記録につ

いては、適切に保管し

ている。 

留学生の就職先の確

保が課題である。 

就職先を開拓する。  

 

 

5-18 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

様々な家庭環境の学生がいるため、職員が学生の変化をとらえ相談に応じて

いる。 
留学生に関して、就職支援の環境整備をしている。 

 

 

 
最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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5-19 （1/2） 

5-19 学生生活 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-19-1 学生の経

済的側面に対する

支援体制を整備し

ているか 

□学校独自の奨学金制度

を整備しているか 

□大規模災害発生時及び

家計急変時等に対応する

支援制度を整備している

か 

□学費の減免、分割納付

制度を整備しているか 

□公的支援制度も含めた

経済的支援制度に関する

相談に適切に対応してい

るか 

□全ての経済的支援制度

の利用について学生・保

護者に十分情報提供して

いるか 

□全ての経済的支援制度

の利用について実績を把

握しているか 

４ 学校独自の奨学金制度

はない。授業料分納・

延納制度を設けてい

る。また、教育ローン

や数社の新聞奨学生制

度の紹介も行ってい

る。 
日本学生支援機構等の

奨学金に対する相談窓

口を設けている。経済

支援体制については、

入学前に事前対応を十

分に行い、入学後のオ

リエンテーションで再

度学生・保護者に周知

徹底している。 
経済的支援制度の利用

について実績を把握し

ている。 

特になし。 特になし。 ・募集要項 

5-19-2 学生の健

康管理を行う体制

を整備しているか 

□学校保健計画を定めて

いるか 

□学校医を選任している

か 

□保健室を整備し専門職

員を配置しているか 

□定期健康診断を実施し

て記録を保存しているか 

□有所見者の再健診につ

いて適切に対応している

か 

 

４ ６月に定期健康診断

を実施している。 
学校医を選任してい

る。保健室は整備し、

衛生管理者を配置して

いる。 
健康診断の記録は保存

している。 
有所見者については、

再検診を促している。 

特になし。 特になし。 特になし。 
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5-19 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-19-2 続き □健康に関する啓発及び

教育を行っているか 

□心身の健康相談に対応

する専門職員を配置して

いるか 

□近隣の医療機関との連

携はあるか 

４ 健康に関して、授業

において教育を行って

いる。健康相談は、校

医及び専任カウンセラ

ーを配置している。四

谷整形外科リハビリテ

ーションクリニック医

師との連携がある。 

特になし。 特になし。  

5-19-3 学生寮の

設置など生活環境

支援体制を整備し

ているか 

□遠隔地から就学する学

生のための寮を整備して

いるか 

□学生寮の管理体制、委

託業務、生活指導体制等

は明確になっているか 

□学生寮の数、利用人

員、充足状況は、明確に

なっているか 

４ 学校独自の学生寮は完

備していないが、提携

している不動産会社等

を通じて紹介してい

る。 

 

特になし。 特になし。  

5-19-4 課外活動

に対する支援体制

を整備しているか 

□クラブ活動等の団体の

活動状況を把握している

か 

□大会への引率、補助金

の交付等具体的な支援を

行っているか 

□大会成績など実績を把

握しているか 

４ 補助金の交付を行って

いる。 
現在１９の運動部と文化

部の団体がクラブ活動

として活動している。 

特になし。 特になし。 ・ウェルカムブック 
・各団体登録申請書 
・学生募集用パンフレ

ット 
・学生募集用スポーツ

パンフレット 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

経済支援や健康管理については、整備されている。学校独自の学生寮を設置

するのは、立地的に困難である。 
各クラブの遠征費用などの支援や活動中の怪我に対しての傷害保険加入を行っ

ている。 

 

                            
最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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5-20 （1/1） 

5-20 保護者との連携 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-20-1 保護者と

の連携体制を構築

しているか 

□保護者会の開催等、学校

の教育活動に関する情報

提供を適切に行っている

か 

□個人面談等の機会を保護

者に提供し、面談記録を

適切に保存しているか 

□学力不足、心理面等の問

題解決にあたって、保護

者と適切に連携している

か 

□緊急時の連絡体制を確保

しているか 

４ 保護者との連携体制と

して、柔道整復学科、

歯科衛生学科は全学年

を鍼灸学科は 1,3 年生の

保護者に対して教育活

動に関するオリエンテ

ーションを実施してい

る。学生部、教務と各

担任で学内での生活と

学びの説明を行い、年

度はじめに個人面談を

行い指導している。 
成績表と出欠表を保護

者が確認できるシステ

ムを構築し、必要な場

合は電話連絡もしくは

面談をしている。 
緊急時の連絡は電話及

びメールで行ってい

る。 

より円滑な連絡方法

の確立が課題である。 
 

さらなる ICT 化を推進

し保護者とコミュニケ

ーションがとりやすい

環境を整える。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

保護者との連携体制は整備されている。 

適宜アンケートを実施し、保護者の声を反映させている。 
 

 

 

 最終更新日付 令和８年４月１４日 記載責任者 岡村、下山、 
鈴木、関口 
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5-21 （1/2） 

5-21 卒業生・社会人 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-21-1 卒業生へ

の支援体制を整備

しているか 

□同窓会を組織し、活動

状況を把握しているか 

□再就職、キャリアアッ

プ等について卒後の相談

に適切に対応しているか 

□卒業後のキャリアアッ

プのための講座等を開講

しているか 

□卒業後の研究活動に対

する支援を行っているか 

４ 再就職、キャリアアッ

プの相談にはキャリア

デザイン支援室が対応

している。 

同窓会役員会は適宜開

催されている。 
３年生から同期会代表

を設定している。 
昨年度は３学科合同の

研修会を実施した。 

 

特になし。 特になし。  

5-21-2 産学連携

による卒業後の再

教育プログラムの

開発・実施に取組

んでいるか 
  

□関連業界・職能団体等

と再教育プログラムにつ

いて共同開発等を行って

いるか 

□学会・研究会活動にお

いて、関連業界等と連

携・協力を行っているか 

３ 各学科関連団体と積極

的に連携を取ってい

る。 
 

特になし。 特になし。  

5-21-3 社会人の

ニーズを踏まえた

教育環境を整備し

ているか 

□社会人経験者の入学に

際し、入学前の履修に関

する取扱いを学則等に定

め、適切に認定している

か 

□社会人学生に配慮し、

長期履修制度等を導入し

ているか 

□図書室、実習室等の利

用において、社会人学生

に対し配慮しているか 

□社会人学生等に対し、

就職等進路相談において

３ 

 

入学前の履修に関する

取扱を学則に定め、適

切に認定している。 
長期履修制度は導入し

ていない。 

図書室、実習室等の利

用において、社会人学

生に対して配慮してお

り、就職等進路相談に

おいても個別相談を実

施している。 

特になし。 特になし。 
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個別相談を実施している

か 

 

 

5-21 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

卒後研修・キャリアアップのサポートや再就職への支援を行っている。社会

人学生に対しては、他の学校等の履修認定制度により履修の軽減を行ってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 令和８年４月１４日 記載責任者 岡村、下山 

鈴木、関口 
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基準６ 教育環境 
総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

施設・設備・教育用具等の整備は十分であり、日

常点検等は適切であり、改修等も適切に行ってい

る。 
防災マニュアルを作成し、防災に関する計画、災害

時の具体的な行動を示している。 
建物の耐震化、備品の転倒防止は、適切である。 
防災・消防施設・設備の整備及び保守点検は、法令

に基づき適切に対応している。 
毎年全学年、年度はじめに避難訓練を行ってい

る。 
事故対策マニュアルを作成し、校内での授業中の事

故に対応している。 
防犯にあたりカメラを設置している。 

校内 Wi-Fi 環境が整備されている。 

現状では、防災マニュアルの作成と避難訓練の実施

は出来ている。訓練の為の訓練にならないよう学

生・教職員ともに意識が出来るような啓蒙活動が必

要と思われる。 

 

 

 
最終更新日付 令和８年４月２０日 記載責任者 濱野 哲也 
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6-22 （1/2） 

6-22 施設・設備等 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-22-1  教育上の

必要性に十分対応

した施設・設備・

教育用具等を整備

しているか 

□施設・設備・機器類等は

設置基準、関係法令に適合

し、かつ、充実しているか 

□図書室、実習室など、学

生の学習支援のための施設

を整備しているか 

□図書室の図書は専門分野

に応じ充実しているか 

□学生の休憩・食事のため

のスペースを確保している

か 

□施設・設備のバリアフリ

ー化に取組んでいるか 

□手洗い設備など学校施設

内の衛生管理を徹底してい

るか 

□卒業生に施設・設備を提

供しているか 

□施設・設備等の日常点

検、定期点検、補修等につ

いて適切に対応しているか 

□施設・設備等の改築・改

修・更新計画を定め、適切

に執行しているか 

４ 施設・設備・教育用具

等の整備は十分であり、

日常点検等は適切であ

り、改修等も適切に行っ

ている。 
図書室の蔵書は整備さ

れ充実している。 
休憩、食事スペースと

してラウンジを設けてい

る。 
バリアフリー化されて

いる。 
衛生管理は徹底されて

いる。 

卒業生には図書室利用

が認められている。 
施設・設備の点検補修

は総務課が適切に行って

いる。 
施設・設備の改築・改修

は、計画的に執行されて

いる。 

特になし。 特になし。  
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6-22 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

施設・設備・教育用具等の整備は十分であり、日常点検等は適切であり、改修

等も適切に行っている。 

 

 

 最終更新日付 令和８年４月２０日 記載責任者 濱野 哲也 
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6-23 （1/2） 

6-23 学外実習、インターンシップ等 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-23-1  学 外 実

習、インターンシ

ップ、海外研修等

の実施体制を整備

しているか 

□学外実習等について、意

義や教育課程上の位置づ

けを明確にしているか 

□学外実習等について、実

施要綱・マニュアルを整

備し、適切に運用してい

るか 

□関連業界等との連携によ

る企業研修等を実施して

いるか 

□学外実習について、成績

評価基準を明確にしてい

るか 

□学外実習等について実習

機関の指導者との連絡・

協議の機会を確保してい

るか 

□学外実習等の教育効果に

ついて確認しているか 

□学校行事の運営等に学生

を積極的に参画させてい

るか 

□卒業生・保護者・関連業

界等、また、学生の就職

先に行事の案内をしてい

るか 

４ 学外実習等について、

意義や教育課程上の位

置づけは明確であり、

実施要綱により適切に

運営している。 
企業・大学等のスポー

ツチームにおいて、ト

レーナー活動をインタ

ーンシップとして行っ

ている。 
学園祭を学生主体で行

っている。 
学外実習等について実

習機関の指導者との連

絡・協議の機会を確保

している。 
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6-23 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学外実習は臨地実習・インターンシップ等で実施している。  

 

 
最終更新日付 令和８年４月１４日 記載責任者 下山・鈴木 

・関口 
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6-24 （1/2） 

6-24 防災・安全管理 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-24-1 防災に対

する組織体制を整

備し、適切に運用

しているか 

□学校防災に関する計

画、消防計画や災害発生

時における具体的行動の

マニュアルを整備してい

るか 

□施設・建物・設備の耐

震化に対応しているか 

□防災・消防施設・設備

の整備及び保守点検は法

令に基づき行い、改善が

必要な場合は適切に対応

しているか 

□防災（消防）訓練を定

期的に実施し、記録を保

存しているか 

□備品の固定等転倒防止

など安全管理を徹底して

いるか 

□学生、教職員に防災教

育・研修を行っているか 

４ 防災マニュアルを作成

し、防災に関する計

画、災害時の具体的な

行動を示している。 

建物の耐震化、備品の

転倒防止は、適切であ

る。 
防災・消防施設・設備

の整備及び保守点検

は、法令に基づき適切

に対応している。 

毎年全学生と教職員に

て避難経路の確認と非

常出口の確認を行って

いる。今年度、教職員

の避難訓練を実施し

た。 

 

特になし。 特になし。 ・学校法人 小倉学園 

新宿医療専門学校 防

災マニュアル 

 

6-24-2 学内にお

ける安全管理体制

を整備し、適切に

運用しているか  

□学校安全計画を策定し

ているか 

□学生の生命と学校財産

を加害者から守るための

防犯体制を整備し、適切

に運用しているか 

□授業中に発生した事故

等に関する対応マニュア

ルを作成し、適切に運用

しているか 

４ 事故対策マニュアルを

作成し、校内での授業

中の事故に対応してい

る。 
機械警備を導入して、

防犯体制を構築してい

る。 
防犯の為カメラを設置

している。 

特になし。 特になし。 ・事故対応マニュアル 
・防犯カメラ規程 
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6-24 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-24-2 続き □薬品等の危険物の管理

において、定期的にチェ

ックを行うなど適切に対

応しているか 

□担当教員の明確化など

学外実習等の安全管理体

制を整備しているか 

４ 薬品等の危険物に対

しては、部署ごとに適

宜行っている。 

特になし。 特になし。  

 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

防災マニュアルを作成し、防災に関する計画、災害時の具体的な行動を 
示している。 
建物の耐震化、備品の転倒防止は、適切である。 
防災・消防施設・設備の整備及び保守点検は、法令に基づき適切に対応してい

る。教職員の避難訓練を実施した。 
事故対策マニュアルを作成し、校内での授業中の事故に対応している。 
防犯の為カメラを設置している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 令和８年５月８日 記載責任者 小倉 芳裕 
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基準７ 学生の募集と受入れ 
総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

高等学校等への情報提供は、今年度は約 380校を訪

問し情報提供を行ったが昨年より訪問数が減少し

た。大学進学志向が強いこともあり、教員に直接会

って話ができる機会が減少している。柔道整復師国

家試験漏洩事件が話題になることはなくなり影響は

ほぼなくなったと感じている。 
学生募集に関しては、東専各の自主規制に則り適

切に行い、適切な時期に願書受付をしている。 
今年度もホームページの改善に努めた、来校者は

約１０％減少した。また、一方で歩留まり改善策と

してオープンキャンパスのオペレーションについて

改善を図り、若干の歩留まり率向上が見られたが、

入学数が昨年度より若干減少してしまった。 
高等学校等の教職員への情報提供は、個別に訪

問、又はホームページにおいて入試等の説明並びに

情報提供を行っている。 
入学選考は、学則を基に諸規定で定め、適切に行

っており、スピード入試など志望者の状況に応じた

多様な試験・選考方法を取り入れている。 
学科毎の合格・辞退に関するデータは学生管理ソフ

トで適切に管理している。 
入学者の学力が年々低下しているため、引き続き教

務部と協力して授業方法の改善に努めている。 
学科別応募者数・入学者数の予測数値を算出し、学

園本部と協議をして財務等の計画数値との整合性を

図っている。 
学納金は他校の水準を把握した上で本校の学納金を

決定し、理事会の承認を経て学則及び募集要項並び

にホームページに明示している。 

高等学校等の教職員向けの情報提供策として次年

度以降も高校訪問を継続して実施するが、やはり専

門学校に理解がある高校の精査を、ガイダンス業者

の協力を得て実施し、優先して訪問すべき高校には

積極的に行う。また、状況提供については、入試だ

けでなく、医療系でも鍼灸師・柔道整復師・歯科衛

生士は大学より専門学校が優位であることも伝え

る。 
また、保護者向けに作成している Q＆A BOOK を、高

校訪問を通じて高等学校等の教職員にも配布する。

さらにホームページも充実させ、情報提供ができる

ように推進する。 
今年度実施した特待生チャレンジテストの得点率

が例年よりかなり低く、学力低下の傾向は今後も続

くとの前提で、教務と連携して低学力対策を行い、

入試では意欲の高い学生を受け入れる体制を整え

る。 
特に若手の教職員や学生の意見を積極的に取り入

れ、歩留まりが悪化した原因に仮説を立て、優先順

位をつけて改善することで、オープンキャンパス参

加から出願への歩留まりを上げていく。 
オープンキャンパスに参加するすべての教職員の

意識改革を求め、学校の経営上、収入の源泉である

学費収入を獲得することが重要で当たり前という意

識を涵養していく。 

 

 

 
最終更新日付 令和８年４月１２日 記載責任者 長尾 隆司 
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7-25 （1/2） 

7-25 学生募集活動 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-1 高等学校

等接続する教育機

関に対する情報提

供に取組んでいる

か 

□高等学校等における進

学説明会に参加し教育活

動等の情報提供を行って

いるか 

□高等学校等の教職員に

対する入学説明会を実施

しているか 

□教員又は保護者向けの

「学校案内」等を作成し

ているか 

３ ・高等学校等における進学

相談会に積極的に参加し、

教育活動の情報提供を行っ

た。 

・昨年は高等学校等の教職

員が来校して行う入試説明

会を２回実施した。今後も

引き続き継続していく。 

・保護者向けの Q＆A BOOK

を作成し、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに高校

教員向けの情報提供のペー

ジを立ち上げた。 

高等学校等の教職員

向けの学校案内が作成

できなかった。 

 

保護者向けの Q＆ A 

BOOK を高等学校等の教

職員にも高校訪問を通

じて配布し、情報提供

に努める。 

 

・学校案内 
・学生募集要項 
・新宿医療専門学校 
Q＆A BOOK 

7-25-2 学生募集

を適切かつ効果的

に行っているか 

□入学時期に照らし、適

切な時期に願書の受付を

開始しているか 

□専修学校団体が行う自

主規制に即した募集活動

を行っているか 

□志願者等からの入学相

談に適切に対応している

か 

□学校案内等において、

特徴ある教育活動、学修

成果等について正確に、

分かりやすく紹介してい

るか 

□広報活動・学生募集活

動において、情報管理等

のチェック体制を整備し

ているか 

 

 

 

４ ・願書受付は東専各の自主

規制に即した募集活動を行

い、適切に願書受付を開始

している。 
・志願者等からの入学相談

に適切に対応している。 

・学校案内等は、パンフレ

ットやホームページなどで

特徴ある教育活動、学修成

果等について正確に分かり

やすく紹介している。 
・広報活動・学生募集活動

の、情報管理等のチェック

体制は専用のアプリケーシ

ョンにて統一した情報を共

有している。 

特になし 特になし ・ホームページ 
・学校案内 
・学生募集要項 
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7-25 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-2 続き □体験入学、オープンキ

ャンパスなどの実施にお

いて、多くの参加機会の

提供や実施内容の工夫な

ど行っているか 

□志望者の状況に応じて

多様な試験・選考方法を

取入れているか 

３ ・オープンキャンパスのオ

ペレーションの変更など内

容の工夫を行ってたが、歩

留まり率が若干向上したが

入学増にはならなかった。 
・志望者の状況に応じて入

試区分の案内を行い、スピ

ード入試など多様な選考方

法を取り入れている。 

来校数が昨年より約 10％

程度減少している。資料請

求者等の接触を増やす必要

がある。 

特に若手を中心とした教職

員や学生の意見を取り入

れ、オープンキャンパス内

での課題を洗い出し、随時

修正していき、歩留まりを

上げていく取り組みを続け

る。並行して来校者数向上

を目指す。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

高等学校等の教職員への情報提供は、高校に訪問して入試等の説明並びに情報

提供を行っている。学生募集に関しては、東専各の自主規制に則り適切に行

い、適切な時期に願書受付をしている。学校案内やパンフレット・ホームペー

ジには特色を分かり易く掲載している。特に若手を中心とした教職員や学生の

意見を取り入れ、オープンキャンパスの実施内容を修正し、入試においてもス

ピード入試など志望者の状況に応じた多様な試験・選考方法を取り入れてい

る。 

 

 

 

 
最終更新日付 令和８年４月１２日 記載責任者 長尾 隆司 



 

53 

 

7-26 （1/2） 

7-26 入学選考 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-26-1 入学選考

基準を明確化し、

適切に運用してい

るか 

□入学選考基準、方法は、

規程等で明確に定めてい

るか 

□入学選考等は、規程等に

基づき適切に運用してい

るか 

□入学選考の公平性を確保

するための合否判定体制

を整備しているか 

４ ・入学選考は、学則を

基に諸規定で定めてい

る。選考については、

適切に行っている。 

・合否判定は、規定等

に従い書類及び面談を

行い、試験区分によっ

ては筆記を課し、公平

性を確保している。 

特になし 特になし ・学則 
・募集要項 
・ホームページ 

7-26-2 入学選考

に関する実績を把

握し、授業改善等

に活用しているか 

□学科毎の合格率・辞退

率などの現況を示すデー

タを蓄積し、適切に管理

しているか 

□学科毎の入学者の傾向

について把握し、授業方

法の検討など適切に対応

しているか 

□学科別応募者数・入学

者数の予測数値を算出し

ているか 

□財務等の計画数値と応

募者数の予測値等との整

合性を図っているか 

 

４ ・学科毎の合格・辞退

に関するデータは、募

集管理ソフトで適切に

管理している。 
・入学者の傾向に応じ

た授業方法の改善につ

いては教務部の協力に

より適切に対応してい

る。 
・学科別応募者数・入

学者数の予測数値を算

出し、学園本部と協議

をして財務等の計画数

値との整合性を図って

いる。 

学生募集が厳しい中、

低学力者の入学は避け

られず、入試において

低学力対策を行うこと

は難しい。 

来年度も引き続き教務

部と連携し低学力対策

としての授業方法など

取り組みを行う。 

・学生管理ソフトデー

タ 

・応募状況データ 
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7-26 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

入学選考は、学則を基に諸規定で定めている。選考は諸規定に基づき適切に行

っている。 
合否判定は、書類及び面談で行い、試験区分によっては筆記を課し、公平性

を確保している。 

学科毎の合格・辞退に関するデータは学生管理ソフトで適切に管理している。 
入学者の学力を把握し、教務部と連携して授業方法の改善に努めている。学生

募集が厳しい中、低学力対策を入試で実施することは困難なため、教務と連携

して休退学防止に努める必要がある。 
学科別応募者数・入学者数の予測数値を算出し、学園本部と協議をして財務等

の計画数値との整合性を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 令和８年４月１２日 記載責任者 長尾 隆司 
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7-27 （1/1） 

7-27 学納金 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-27-1 経費内容

に対応し、学納金

を算定しているか 

□学納金の算定内容、決

定の過程を明確にしてい

るか 

□学納金の水準を把握し

ているか 

□学納金等徴収する金額

はすべて明示しているか 

４ 学納金は他校の徴収額

を調べ学納金の水準を

把握した上で本校の学

納金を決定し、理事会

の承認を経て学則及び

募集要項に明示してい

る。 

特になし 特になし 募集要項 
学則 

7-27-2 入学辞退

者に対し、授業料

等について、適正

な取扱を行ってい

るか 

□文部科学省通知の趣旨

に基づき、入学辞退者に

対する授業料の返還の取

扱いに対して、募集要項

等に明示し、適切に取扱

っているか 

４ 学則・募集要項並びに

ホームページに明示し

ている。 

特になし 特になし 募集要項 
学則 
ホームページ 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学納金は他校の徴収額を調べ学納金の水準を把握した上で本校の学納金を決定

し、理事会の承認を経て学則及び募集要項に明示している。 

入学辞退者に対する授業料の返還の取扱いに対して文部科学省の通知の趣旨に

基づき、学則、募集要項並びにホームページに明示している。 

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 令和８年４月１２日 記載責任者 長尾 隆司 
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基準８ 財 務 
総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校としての収支は支出が超過する結果となった。

今年度の入学予定者は来校者が前年度より約 10％減

少し、来校から出願への歩留まりが若干向上したも

のの昨年度とより若干の入学数減となった。 

法人全体としての収支バランスはとれており、法人

運営の中長期的な財務基盤は安定している。 
設備投資は過大となっておらず学校の借入はない。 
入学生確保に係る学生募集行動計画を策定し、コス

ト管理をしながら、中期財務改善計画に基づき、設

定された目標を達成できるよう学生募集活動に取り

組む。また、同時に中退学防止にも取組む。 
予算編成に際して、教育目標及び中期計画との整

合を図って事業計画及び予算編成を学園本部で策定

し、理事会で決定されている。 
 予算執行にあたってのチェック体制は学園本部で

行っており、適切な会計処理を行っている。 
監査については、私立学校法及び寄附行為に基づ

き、適切に監査を実施し、理事会等で報告してい

る。更に監査法人による監査を年２回実施してい

る。 
財務公開規程を整備し、公開が義務付けられている

財務情報、事業報告書及び監査報告書を作成し、ホ

ー ム ペ ー ジ 内 に あ る 情 報 公 開 ペ ー ジ

（https://www.ssjs.ac.jp/disclosure/）に財務情

報として公開している。 

次年度の学生募集は定員確保を目指し、ホームペー

ジ及びネット媒体並びに SNSの強化、デジタルマーケ

ティング及びLINEによる獲得名簿に対する来校促進

のための接触頻度の増加、高校内又は会場進路相談

会への積極的参加及び来校促進、高校訪問の徹底に

より、来校への導線を強化する。 
また、昨年度１月～２月にかけて高校２年生の名簿

を獲得できたので、この名簿を有効に活用して、来

校促進策を行う。 
一方、オープンキャンパス等の来校者に対する歩留

まりを向上させるため、特に若手の教職員や学生の

意見を取り入れ、歩留まりが悪化した原因の仮説を

立て、随時改善を行う。 
さらに、他校より動きが遅くならないよう、入学

対象者及び現高校１・２年生の動向を注視し、次年

度より導入するシステムで本校の立ち位置を確認し

ながら、早めに手を打って仕掛けていく。 
学生募集の強化とともに、退学防止については、全

教職員が一丸となり学生満足度を上げる施策を行

う。 
入学生確保に係る学生募集行動計画を策定し、コス

ト管理をしながら、中期財務改善計画に基づき、設

定された目標を達成できるよう学生募集活動と退学

防止に取り組む。 

 

 

 

 
最終更新日付 令和８年４月１２日 記載責任者 長尾 隆司 
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8-28 （1/2） 

8-28 財務基盤 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-28-1 学校及び

法人運営の中長期

的な財務基盤は安

定しているか 

□応募者数・入学者数及

び定員充足率の推移を把

握しているか 

□収入と支出はバランス

がとれているか 

□貸借対照表の翌年度繰

越収入超過額がマイナス

になっている場合、それ

を解消する計画を立てて

いるか 

□消費収支計算書の当年

度消費収支超過額がマイ

ナスとなっている場合、

その原因を正確に把握し

ているか 

□設備投資が過大になっ

ていないか 

□負債は返還可能の範囲

で妥当な数値となってい

るか 

 

３ ・応募者数等の数字の把握

は毎年行っており、推移を

把握している。 
・今年度は支出超過となっ

てしまった。学生募集は３

学科とも入学定員を確保す

ることはできず、国家試験

合格率の低迷も影響し、特

に柔道整復学科の入学数が

大幅減となり、歯科衛生学

科と鍼灸学科は増加したも

の全体としては前年より若

干減少となってしまった。 
・来年度は収益がさらに悪

化する見通しである。法人

全体として中長期的な財務

基盤は安定している。 
・設備投資は過大となって

おらず学校の借入はない。 

収支バランスの改善の

ため、入学生の定員確

保と退学者防止が重要

である。 

次年度の学生募集は定員

確保を目指し、ホームペー

ジ及びネット媒体並びに

SNS の強化、デジタルマー

ケティング及び LINE によ

る獲得名簿に対する来校促

進のための接触頻度の増

加、高校内又は会場進路相

談会への積極的参加及び来

校促進、高校訪問の徹底に

より、来校への導線を強化

する。 
また、オープンキャンパ

ス等の来校者に対する歩留

まりを向上させるため随時

修正していく。 
退学防止については、全教

職員が一丸となり低学力対

策、学生満足度を上げる施

策を行う。 

・出願手続状況表 
・収支予算書 
・財務計算書 

8-28-2 学校及び

法人運営に係る主

要な財務数値に関

する財務分析を行

っているか 

□最近 3 年間の収支状況

（消費収支・資金収支）

による財務分析を行って

いるか 

□最近 3年間の財産目録・

貸借対照表の数値による

財務分析を行っているか 

 

３ ・昨年に引き続き財務

分析を行っている。 

設置法人の ３期間の教

育活動によるキャッシ

ュフローは減少傾向で

ある。収支の改善のた

め学生募集における定

員確保と、在校生の休

退学防止に取り組む必

要がある。 

上記のとおり、定員確

保と退学防止に取り組

む。 

・財務比率表 
・財務計算書 

・中期予算書 

 



 

58 

 

 

8-28 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-28-2 続き □最近 3年間の設置基準等

に定める負債関係の割合

推移データによる償還計

画を策定しているか 

□キャッシュフローの状

況を示すデータはあるか 

□教育研究費比率、人件

費比率の数値は適切な数

値になっているか 

□コスト管理を適切に行

っているか 

□収支の状況について自

己評価しているか 

□改善が必要な場合にお

いて、今後の財務改善計

画を策定しているか 

 ・資金収支やコスト管

理については部門ごと

に月次で計画・管理し

ている。 
・教育研究費比率、人

件費比率は適切な数字

になっている。 
・中期予算書を作成

し、財務改善のための

学生募集の目標設定を

行っている。 

収入が減少しているた

め相対的に教育研究費

比率、人件費比率は上

昇している。 

 

  

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

応募者数等の数字の把握は毎年行っており、推移を把握している。 
今年度は収入及び支出が均衡し、学生募集は３学科とも入学定員を確保するこ

とはできず、国家試験合格率の低迷が影響し、来校数は増えたものの歩留まり

が下がり、充足率は前年と同程度となってしまった。法人全体として中長期的

な財務基盤は安定している。 
設備投資は過大となっておらず学校の借入はない。 

入学生確保に係る学生募集行動計画を策定し、コスト管理をしながら、中期財

務改善計画に基づき、設定された目標を達成できるよう学生募集活動に取り組

む。また、同時に退学防止にも取組む。 

 

 

最終更新日付 令和８年４月１２日 記載責任者 長尾 隆司 
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8-29 （1/1） 

8-29 予算・収支計画 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-29-1 教育目標

との整合性を図

り、単年度予算、

中期計画を策定し

ているか 

□予算編成に際して、教育

目標、中期計画、事業計

画等と整合性を図ってい

るか 

□予算の編成過程及び決定

過程は明確になっている

か 

４ 教育目標、中期計画と

の整合を図って事業計

画及び予算編成を学園

本部で策定し、理事会

で決定されている。 

特になし 特になし 事業計画 
収支予算書 

8-29-2 予算及び

計画に基づき、適

正に執行管理を行

っているか 

□予算の執行計画を策定

しているか 

□予算と決算に大きな乖

離を生じていないか 

□予算超過が見込まれる

場合、適切に補正措置を

行っているか 

□予算規程、経理規程を

整備しているか 

□予算執行にあたってチ

ェック体制を整備するな

ど誤りのない適切な会計

処理行っているか 

３ ・予算の執行計画を策

定し、乖離しないよう

適切に補正措置を行っ

ている。 
・予算執行にあたって

のチェック体制は学園

本部で行っており、適

切な会計処理を行って

いる。 

予算規程は整備されて

いない。 

今後整備する。 収支予算書 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

予算編成に際して、教育目標及び中期計画との整合を図って事業計画及び予

算編成を学園本部で策定し、理事会で決定されている。 
予算執行にあたってのチェック体制は学園本部で行っており、適切な会計処

理を行っている。学校の収支の改善に向けた中期予算計画で策定している。 
 

 

 

 

 

最終更新日付 令和８年４月１２日 記載責任者 長尾 隆司 
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8-30 （1/1） 

8-30 監査 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-30-1 私立学校

法及び寄附行為に

基づき、適切に監

査を実施している

か 

□私立学校法及び寄附行

為に基づき、適切に監査

を実施しているか 

□監査報告書を作成し理

事会等で報告しているか 

□監事の監査に加えて、

監査法人による外部監査

を実施しているか 

□監査時における改善意

見について記録し、適切

に対応しているか 

４ 私立学校法及び寄附

行為に基づき、適切に

監査を実施し、理事会

等で報告している。 

更に監査法人による監

査を年２回実施してい

る。 

特になし 特になし 監査報告書 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

私立学校法及び寄附行為に基づき、適切に監査を実施し、理事会等で報告し

ている。更に監査法人による監査を年２回実施している。 

 

 

 

 
最終更新日付 令和８年４月１２日 記載責任者 長尾 隆司 
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8-31 （1/1） 

8-31 財務情報の公開 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-31-1 私立学校

法に基づく財務公

開体制を整備し、

適切に運用してい

るか 

□財務公開規程を整備し、

適切に運用しているか 

□公開が義務づけられてい

る財務帳票、事業報告書

を作成しているか 

□財務公開の実績を記録し

ているか 

□公開方法についてホーム

ページに掲載するなど積

極的な公開に取組んでい

るか 

４ 財務公開規程を整備

し、公開が義務付けら

れている財務情報、事

業報告書及び監査報告

書を作成しホームペー

ジ内にある情報公開

（https:// 

www.ssjs.ac.jp/disclosu

re/）のページに財務情

報として公開してい

る。 

特になし 特になし 
 

・ホームページ 
（情報公開） 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

財務公開規程を整備し、公開が義務付けられている財務情報、事業報告書及び

監 査 報 告 書 を 作 成 し ホ ー ム ペ ー ジ 内 に あ る 情 報 公 開 ペ ー ジ

（https://www.ssjs.ac.jp/disclosure/）に財務情報として公開している。 

 

 
                            

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 令和８年４月１２日 記載責任者 長尾 隆司 
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基準９ 法令等の遵守 
総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

関係法令等を遵守し、適切に学校運営を行ってい

る。また、必要な諸規定を整備しているが、ハラス

メント防止の対応マニュアルや、コンプライアンス

に関する相談窓口を設置し研修を実施している。 

個人情報保護に関する取り扱い規程や、情報機器使

用についての規程を整備している。 
本校開設のホームページは、運用業者に委託してい

るので、情報漏えい対策は講じている。 
学生・教職員に個人情報管理に関する啓発教育を計

画的に行う必要がある。学則には記載してあるが、

規程等は整備していない。 
組織体制は整備し、毎年度定期的に学校全体で取り

組んでいる。評価結果を報告書にまとめホームペー

ジで公開している。学校関係者評価については、整

備しており組織的に実施している。委員の選任には

関連業界から適切に選任している。学校関係者評価

報告書を取りまとめ、ホームページに公開してい

る。 

学校の概要・教育内容を、学校案内・ホームページ

等で公開している。 

個人情報管理の組織的、計画的実施を更に進める。 

PDCA サイクルを軌道に乗せ、学校改善へ取組む。 

 

 
最終更新日付 令和８年５月１日 記載責任者 小倉 芳裕 
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9-32 （1/1） 

9-32 関係法令、設置基準等の遵守 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-32-1 法令や専

修学校設置基準等

を遵守し、適正な

学校運営を行って

いるか 

□関係法令及び設置基準等

に基づき、学校運営を行

うとともに、必要な諸届

等適切に行っているか 

□学校運営に必要な規則・

規程等を整備し、適切に

運用しているか 

□セクシュアルハラスメン

ト等ハラスメント防止の

ための方針を明確化し、

防止のための対応マニュ

アルを策定して適切に運

用しているか 

□教職員、学生に対し、コ

ンプライアンスに関する

相談受付窓口を設置して

いるか 

□教職員、学生に対し、法

令遵守に関する研修・教

育を行っているか 

４ 関係法令及び設置基準

等に基づき適切に運営

している。 
学校運営に必要な規

則・規程等は整備さ

れ、適切に運用してい

る。 
ハラスメント対策室で

防止のための啓発と相

談受付を常時行ってい

る。 

学生からの相談窓口は

担任、学科長、教務部

長、学生部、相談室、

校長である。 
教職員、学生に対する

法令遵守に関する周知

は部門毎に適宜行って

いる。 
ハラスメント防止研修

を実施した。 

学生・教職員に法令

遵守に関する実効性の

ある啓発教育の定期的

な実施が課題である。 

個人情報管理、著作

権、人権等の研修、教

育を継続する。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校運営は関係法令及び設置基準等に基づき適切に為されている。 
ハラスメント防止のための方針は明確であり、防止のための取り組みを適切に

実施している。個人情報管理等、学生・教職員に法令遵守に関する実効性のあ

る啓発教育の実施が課題である。 

 

 

 最終更新日付 令和８年５月１日 記載責任者 小倉 芳裕・岡村 和彦 
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9-33 （1/1） 

9-33 個人情報保護 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-33-1 学校が保

有する個人情報保

護に関する対策を

実施しているか 

□個人情報保護に関する取

扱方針・規程を定め、適

切に運用しているか 

□大量の個人データを蓄積

した電磁記録の取扱いに

関し、規程を定め、適切

に運用しているか 

□学校が開設したサイトの

運用にあたって、情報漏

えい等の防止策を講じて

いるか 

□学生・教職員に個人情報

管理に関する啓発及び教

育を実施しているか 

４ 個人情報保護に関する

取り扱い規程や、情報

機器使用についての規

程を整備している。 

本校開設のホームペー

ジは、運用業者に委託

し、情報漏えい対策を

講じている。 
情報関連を専門とする

外部企業の支援により

ICT 関連の取り扱い及び

運営管理規定の整備を

進めている。 

 

ICT 関連のデータ管理

の技術の更新を適時に

行うことが課題であ

る。 

情報関連を専門とす

る外部企業の協力を得

て技術の更新を継続す

る。 

・新宿医療専門学校個

人情報取扱について 
・本校のネットワーク

管理と情報機器使用に

ついて 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

個人情報保護に関する取り扱い規程や、情報機器使用についての規程を整

備している。本校開設のホームページは、運用業者に委託し、情報漏えい対

策を講じている。データ管理の技術の更新を適時に行うことが課題である。 

 

 

 最終更新日付 令和８年５月１日 記載責任者 小倉 芳裕・岡村 和彦 
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9-34 （1/2） 

9-34 学校評価 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-34-1 自己評価

の実施体制を整備

し、評価を行って

いるか 

□実施に関し、学則及び

規程等を整備し実施して

いるか 

□実施に係る組織体制を

整備し、毎年度定期的に

全学で取組んでいるか 

□評価結果に基づき、学

校改善に取組んでいるか 

３ 学則には記載してい

る。組織体制は整備

し、毎年度定期的に学

校全体で取り組んでい

る。 

自己点検・自己評価は

行なっているが、評価

結果をもとに学校改善

まで至っていない。 

PDCA サイクルを軌道

に乗せ、学校改善へ取

組む。 

・新宿医療専門学校 

自己点検・自己評価委

員会 

9-34-2 自己評価

結果を公表してい

るか 

□評価結果を報告書に取

りまとめているか 

□評価結果をホームペー

ジに掲載するなど広く社

会に公表しているか 

４ 評価結果を報告書にま

とめホームページで公

表している。 

特になし。 特になし。 特になし。 

9-34-3 学校関係

者評価の実施体制

を整備し評価を行

っているか 

□実施に関し、学則及び

規程等を整備し実施して

いるか 

□実施に際して組織体制

を整備し、実施している

か 

□設置課程・学科に関連

業界等から委員を適切に

選任しているか 

□評価結果に基づく学校

改善に取組んでいるか 

３ 学校関係者評価につい

ては、組織的に実施し

ている。 

委員の選任には関連業

界から適切に選任して

いる。 

評価結果に基づく学校

改善が課題である。 

PDCA サイクルを軌道

に乗せ、学校改善へ取

組む。 

・学校関係者評価報告

書 
・学則 

9-34-4 学校関係

者評価結果を公表

しているか 

□評価結果を報告書に取

りまとめているか 

□評価結果をホームペー

ジに掲載するなど広く社

会に公表しているか 

４ 学校関係者評価報告書

を取りまとめ、ホーム

ページに掲載してい

る。 

特になし。 特になし。 ・学校関係者評価報告

書 
・ホームページ 
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9-34 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校評価については学則に記載している。組織体制は整備しており、毎年度定

期的に学校全体で取り組んでいる。評価結果を報告書にまとめホームページで

公表している。学校関係者評価については、整備しており組織的に実施してい

る。委員の選任には関連業界から適切に選任している。学校関係者評価報告書

を取りまとめ、ホームページに掲載している。 

 

  

最終更新日付 令和８年４月１５日 記載責任者 濱野 哲也 
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9-35 （1/1） 

9-35 教育情報の公開 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-35-1 教育情報

に関する情報公開

を積極的に行って

いるか 

□学校の概要、教育内容、

教職員等教育情報を積極

的に公開しているか 

□学生、保護者、関連業界

等広く社会に公開するた

めの方法で公開している

か 

４ 学校の概要・教育内容

を、学校案内・ホーム

ページ等で公開してい

る 

   

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校の概要・教育内容を、学校案内・ホームページ等で公開している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 令和８年４月１２０日 記載責任者 濱野 哲也 
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基準１０ 社会貢献・地域貢献 
総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

卒業生の卒後研修のため、図書室を解放してい

る。 
学校の施設を開放して、業界のセミナーや研修

会等を行っている。 

地域の受講者等を対象とした講習会とストレッ

チ教室を毎月開催している。 
学校の施設を開放して、業界のセミナーや研修

会等を行っている。 
学生のボランティア活動を奨励している。 

関係団体と連携を図りセミナー・研修等の機会や情報

を提供する。 

 

 
最終更新日付 令和８ 

年５月８日 

記載責任者 小倉 芳裕 



 

69 

 

10-36 （1/2） 

10-36 社会貢献・地域貢献 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-36-1 学校の教

育資源を活用した

社会貢献・地域貢

献を行っているか 

□産・学・行政・地域等と

の連携に関する方針・規程

等を整備しているか 

□企業や行政と連携した教

育プログラムの開発、共同

研究の実績はあるか 

□国の機関からの委託研究

及び雇用促進事業について

積極的に受託しているか 

□学校施設・設備等を地

域・関連業界等・卒業生等

に開放しているか 

□高等学校等が行うキャリ

ア教育等の授業実施に教員

等を派遣するなど積極的に

協力・支援しているか 

□学校の実習施設等を活用

し高等学校の職業教育等の

授業実施に協力・支援して

いるか 

□地域の受講者等を対象と

した「生涯学習講座」を開

講しているか 

□環境問題など重要な社会

問題の解決に貢献するため

の活動を行っているか 

□学生・教職員に対し、重

要な社会問題に対する問題

意識の醸成のための教育、

研修に取組んでいるか 

４ 産・学・行政・地域等

との連携に関する方針を

掲げている。 
企業と連携しキャリア

教育・就職サポートを行

っている。 
卒業生の卒後研修のた

め、施術所及び図書室を

解放している。 
学校の施設を開放し

て、業界のセミナーや研

修会等を行っている。 
高等学校が行うキャリ

ア教育の授業に教員を派

遣している。 
高校の職業体験に協力

している。 
地域の受講者等を対象

とした講習会とストレッ

チ教室を毎月開講してい

る。 

地域の清掃活動を定期

的に実施している。 

産・学・行政・地域等

との連携に関する規定の

作成が課題である。 
学生が市場に求められ

る人材として成長できる

環境を整備する必要があ

る。 

 

 

業界の方々との交流を

深め、どのような人材を

求めているのか定量的に

分析し、教育内容に還元

するよう努める。 
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10-36 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-36-2 国際交流

に取組んでいるか  

□海外の教育機関との国際

交流の推進に関する方針を

定めているか 

□海外の教育機関と教職員

の人事交流・共同研究等を

行っているか 

□海外の教育機関と留学生

の受入れ、派遣、研修の実

施など交流を行っているか 

□留学生の受入れのため、

学修成果、教育目標を明確

化し、体系的な教育課程の

編成に取組んでいるか 

□海外教育機関との人事交

流、研修の実施など、国際

水準の教育力の確保に向け

取組んでいるか 

□留学生の受入れを促進す

るために学校が行う教育課

程、教育内容・方法等につ

いて国内外に積極的に情報

発信を行っているか 

４ 海外の教育機関との提

携は実施していない。 
留学生の入学希望者が

現れた際に、受け入れる

態勢を整備している。 

 

留学生の学習サポート

が課題である。 

留学生の学習サポート

をより一層充実させる。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

留学生の受け入れはしているが学習サポートに課題があるのでサポート面

を充実させていく。 

 

 

 最終更新日付 令和８年４月１４日 記載責任者 小倉、下山 
鈴木、関口 
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10-37 （1/1） 

10-37 ボランティア活動 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-37-1  学生の

ボランティア活動

を奨励し、具体的

な活動支援を行っ

ているか 

□ボランティア活動など

社会活動について、学校

として積極的に奨励して

いるか 

□活動の窓口の設置な

ど、組織的な支援体制を

整備しているか 

□ボランティアの活動実

績を把握しているか 

□ボランティアの活動実

績を評価しているか 

□ボランティアの活動結

果を学内で共有している

か 

３ 学生のボランティア活

動を積極的に奨励して

いる。 
活動の窓口は学生部が

行っている。 
ボランティアの活動実

績を把握しているが評

価には至っていない。 
ボランティアの活動結

果を学内で共有してい

る。 

柔道整復学科 1.2 年生

が状況に応じて放課後

に校外清掃を行ってい

る。 

 

鍼灸学科、歯科衛生

学科でもボランティア

活動を推奨し、学校全

体で取り組むことが課

題である。 

全学科の LINE 公式ア

カウント内に設置した

リッチメニューにて、

新宿区が管理するボラ

ンティア情報を閲覧で

きるように対応してい

る。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

ボランティア活動を学生に対し積極的に推奨し、学校全体で地域貢献を実施

していく。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 令和８年４月１４日 記載責任者 小倉、下山 
鈴木、関口 
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4 令和７年度重点目標達成についての自己評価 
令和７年度重点目標 達成状況 今後の課題 

〇 教職員が一丸となり「なりたいになれる日本 

一の専門学校」の実現を目指す 

 

1.全学生の将来設計実現に向けたキャリア教育

及び学生支援を行う。 

A) 学内での挨拶活動の徹底 

B) 就職率 100% 

 

2.受験生一人ひとりの将来設計の構築を全力で

サポートする広報活動を展開し、より多くの

受験生を募り定員の充足を図る。 
新入生定員充足率 100% 

鍼灸 60 名、柔整 90 名、歯科衛生 120 名 

 

3.入学生全員の 3 年間での卒業と国家試験合格

を目指した教科指導・学生指導を実践する。 

A) 3 年間での卒業率 80％以上 

B) 卒業試験・国家試験合格率 100% 

 

4.目指す学校像・DP 実現の方針に基づき、 

学習者本位の教育実現に向けて教育力を向上

させる。 

A)学生が自ら目標を定めて主体的に学修に取

り組めるように指導する。 

B)授業アンケートの実施と教員面談を行う。 

チューター制度の実施。 

 

 

 

1.A) 概ね達成している。 

2.B) 達成している。 

 

 

 

2.新入生数(定員充足率：鍼灸学科午後部を除く) 

  鍼灸学科    35 名 ( 58％) 

  柔道整復学科  42 名 (47％) 

  歯科衛生学科  115 名 ( 96％) 

  全体     192 名 ( 71％) 

 ※鍼灸学科午後部 8 名を含む新入学生 200 名 

 

3.卒業試験合格率 ＜国家試験合格率＞ 

  鍼灸学科    82.6％ ＜はり師 68.4％ 

              きゅう師 71.1％＞ 

  柔道整復学科  62.3％ ＜100％＞ 

  歯科衛生学科  92.7％ ＜100％＞ 

 

4.再試験不合格者全員に面談を実施し、自ら目標を

定め学修に取り組む指導を行うことができた。 
チューター制は実施することができた。 

 （柔道整復学科：学生による実施 
  鍼灸学科・歯科衛生学科：助手による実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.既存の取り組みの更なる充実が課題である。 

 

 

 

 

 

 

3.入学生全員が 3年間で国家試験受験に臨める学校

づくり、教科指導、留年・休学・中途退学率の低

減対策を進める必要がある。 

 

 

 

 

4.チューター制について学生で適切な人材を担保し

ていくことが課題である。 

 

 

 

 

 


